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『日本の「貧しさ」と生活の「貧しさ」』
―弱者いじめの生活保護制度「改正」を斬る！―
２０１５．１．２０　弁護士　宇都宮　健児

１　貧困と格差が広がっている

（１）貧困率･ジニ係数は、いずれも過去最悪となっている。

　（２）貧困の広がり

　　　①全労働者の３人に１人以上が非正規労働者となっている。
～女性労働者の非正規率は５割超
　　　②年収２００万円未満の労働者が１０００万人を超えている。
　　　③給与所得者の平均年収は１９９７年をピークに下がり続けている。
　　　④２３０万人近く存在する失業者の２割程度しか失業保険を受給していない。

　　　⑤年金だけでは生活できない高齢者が急増している。

⑥国民健康保険料も１８％の世帯が保険料を滞納し、長期間の滞納により被保険者に資格証明書が交付されている世帯が２７．７万世帯、短期保険証が交付されている世帯が１１７万世帯に上っており、「医療難民」が急増している。

　　　⑦貯蓄ゼロ世帯が過去最高の３１％となっている。

⑧奨学金の延滞者が増えている（２０１２年度末時点で３３万人）。
⑨就学援助児童、児童虐待相談件数が増加している。
　（３）富の集中

①企業の株主配当額は、この１０年間で２倍以上となり年間１０兆円を超えている。
　　　②役員報酬は、この１０年間で２倍以上となっている。
③年収５０００万円以上の高額所得者は、この１０年間で３倍となっている。
④企業の内部留保は、この１０年間で１．５倍、約３００兆円となっている。
２　貧困と格差拡大の要因
（１）脆弱な社会保障制度と非正規労働者･働く貧困層（ワーキングプア）の拡大。
（２）家族、地域社会、企業の福利厚生制度が不十分な社会保障制度を補完してきた。
（３）新自由主義的･市場原理主義的な国の政策が地縁･血縁･社縁を崩壊させ、貧困と格差の拡大に拍車をかけた。
　　
～無縁社会の到来と餓死、孤立死の増加
　　　～若い世代の死因のトップが自殺となっている。
３　安倍政権による社会保障制度改悪の動き～憲法２５条の空洞化
　（１）生活保護基準の大幅引き下げ（２０１３通常国会）と生活保護改悪法の成立（２０１３．１２．６）

２０１５年度からは「住宅扶助」と「冬季加算手当」の引き下げ
　（２）生活保護基準の引き下げ･生活保護法の改悪は、｢餓死｣「孤立死」を多発させ、国民生活全体の引き下げにつながる。

①わが国では、現状でも生活保護の利用率や捕捉率があまりにも低いため「餓死」｢孤立死」が多発している。

②生活保護基準は、労働者の最低賃金、地方税（住民税）の非課税基準、就学援助の給付対象基準、生活福祉資金の貸付基準、介護保険の保険料･利用料や障害者自立支援の利用料の減額基準などに連動している。

（３）生活保護は憲法２５条の生存権保障を具体化した制度である。

　　　　①生活保護バッシング報道の影響
　　　　　兵庫県小野市の「福祉給付制度適正化条例」
　　　　　不正受給に関する情報を国民から募る専用電話（ホットライン）を開設する市が多くなっている。
②生活困窮状態に陥っている国民は、国家の恩恵としてではなく、権利として生活保護申請をすることができる。

　・新宿七夕訴訟東京高裁判決（2012.7.18）

・三郷事件さいたま地裁判決（2013.2.20）

③自治体は、生活保護制度に関する広報･周知を徹底して行うべきである。また、学校教育の中でも生活保護の権利性と生活保護の申請手続等権利行使の具体的手続･方法を教えるべきである。

（４）生活保護制度の改悪を突破口として医療・年金・介護など社会保障制度全体を改悪しようとしている。
　　　　　地域医療・介護総合確保推進法の成立

（２０１４．６．１８）
４　安倍政権による雇用破壊の動き

　　～「世界で一番企業が活躍しやすい国」づくり

（１）労働者派遣法改悪の動き

～専門性の高い26業務に限定してきた無期限派遣を全業務に拡大

（２）「限定正社員」の導入

（３）残業代ゼロ制度（ホワイトカラー・エグゼンプション）の導入
５　貧困問題を解決していくための課題

（１）普通に働けば人間らしい生活ができるようにするための労働政策　　 

最低賃金の大幅引き上げ、非正規労働者の待遇改善、同一価値労働同一賃金制度の確立、労働者派遣法の抜本的改正、職業訓練・職業教育制度の確立など
（２）失業や病気などで働けない時でも人間らしい生活ができるようにするための社会保障政策   　

生活保護制度の運用改善と生活保護法の改正、雇用保険･年金制度の充実、低所得者層に対するセーフティネット貸付けの充実、公営の低家賃住宅の大量供給、医療・高等教育の無償化など
（３）富裕層・大企業に対する課税の強化

貧困と格差を解消するためには消費税増税より富裕層・大企業に対する課税強化が必要である。社会保障制度を通じての所得・富の再分配が求められている。
６　韓国の市民運動に学ぶ
７　貧困と格差をなくす運動は平和運動につながっている。
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